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開発でも重要な知見となる。そこで，
我々は，近縁野生種も含めて 200 以
上の品種 ･ 系統の解析を行った。その
結果，日本型のイネではほぼ例外なく
機能のある HIS1 遺伝子が見出された
のに対し，インド型イネ品種では，何
らかの形で HIS1 遺伝子に異常があり，
その結果 BBC 感受性になっているも
のが多数見出された。網羅的アリル解
析の結果から BBC 感受性のイネの持
つ機能欠損型遺伝子（his1）は今のと
ころ 4 群に分類できる（図 -4）。この
内，「ハバタキ」「モミロマン」の親と
考えられる品種を含め，前記のように
第 4 エクソン内に欠失があり，タン
パク質としての構造検討の結果から
も，完全に機能を失っていると考えら
れる HIS1 遺伝子を持つ品種が存在し
た。その他にも 3 つのタイプの変異
が見出された。これらは程度の差はあ
るが BBC 感受性を示すものであった。
この様に多くのインド型品種では機能
の問題がある HIS1 遺伝子を保持して
いたことから，なぜ従来の主食用のイ
ネでは BBC が問題なく使用できたの
に対し，インド型イネの系譜に連なる
最近育成された多収イネ品種の一部で
BBC による薬害が生じたのか？ の理
由も，それらの育種経過も含めて理解
できるようになった。さらにこの知見
を基に BBC 感受性程度の事前予測を
可能とするマーカーも開発している。
このマーカーは抵抗性／感受性の識別
に利用可能である。日本型イネ品種の
多くで機能型 HIS1 遺伝子が保持され
ているにも係らず，インド型イネでは

変異を含むものが多く認められている
事実は何を物語るのか？ は HIS1 遺伝
子の本来の機能の解明とも関連して大
変興味深い。なお，後述のように変異
型の HIS1 遺伝子を持つインド型品種
に対し，交配によって HIS1 を導入し
た系統が作出されており，農業形質
に関する詳細な検討を行っているが，
HIS1 遺伝子の有無による何らかの形
質上の差異はこれまで認められていな
い。

「ハバタキ」「モミロマン」等では
第 4 エクソン内に欠失があり機能を
失っている（図の▼）BBC 感受性を
示すインド型品種では図の星で示す場
所に 1 ～ 2 塩基の置換が存在し，そ
の位置から 3 つのパターンに分類で
きる。
2) HIS1 遺伝子を用いた品種開発と
漏生籾制御モデルの開発

上述のように多くのインド型品種
は BBC 感受性を示す。それらの品種
には除草剤として BBC 及び同系統の
トリケトン系除草剤を用いることは出
来ない。しかし，インド型イネの栽培
地域でもイネの安定生産に資するもの
として除草剤の活用は望まれている。
HIS1 は元々イネの遺伝子であり，交
配によってインド型の BBC 感受性の
品種に導入し，我々が開発したマー
カーを活用して選抜する事は十分可能
である。我々は既に実用多収品種であ
る「タカナリ」や世界的メガ品種であ
る「IR64」に交配育種の方法で HIS1

を導入し，選抜を重ねることで BBC
抵抗性とした系統を開発している。図

-5 に BBC 抵抗性 IR64 を示す。開発
した系統は原品種と比較して BBC 抵
抗性となっているが，収量性も含めて
農業形質の点でほぼ同じとして差し支
えのないものである。この様に既存品
種に対し，BBC 感受性／抵抗性を制
御するデザイン育種が可能になったこ
とで，国内および海外のイネ基幹品種
に HIS1 導入して BBC 抵抗性系統を
育成し，除草剤感受性の多用途利用米
品種等に対する除草剤適用範囲の拡大
を図ると共に東南アジア等を対象にし
た国際的な育種も視野に入りつつあ
る。

これとは正反対の方向として，従来
からの BBC 抵抗性の品種に変異型の
his1 を交配により導入し，感受性にす
ることも可能であり，研究を進めてい
る。除草剤感受性は決してネガティブ
なだけの特性ではなく，そのような感
受性を活用することにより，これまで
例えば飼料用品種の栽培に際して大き
な問題になっていた「漏生籾による混
種問題の解決」も期待される。飼料用
品種を BBC 感受性としておけば，飼
料用品種の栽培後に主食用品種に戻す
際に前作の種子が水田に残存する，ま
たは，飼料用品種作付け近隣田から主
食用品種作付け田に種子が混入する，
農器具の使いまわし等，耕作者を介し
て種子が混入する，といった様々な問
題に対して，BBC による漏生品種の
駆除が期待できるわけである。我々は
感受性品種の開発と並行して，その使
用を前提とした「制御モデル」の開発
を進めた。BBC を含む除草剤を様々

図 -4　HIS1 遺伝子の網羅的なアリル解析により見出された変異

図 -5　BBC抵抗性を導入した IR64
（左：IR64, 右：BBC抵抗性 IR64）
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な条件で組み合わせて使用することに
より，実用的に満足できるレベルで，
BBC 感受性とした品種の次年度の残
存を抑制できる条件の設定に成功して
いる。その例を図 -6 に示す。

3. 今後の展開方向について

我々 HIS1 研究グループは独法機
関，公設試，企業及び大学といった異
業種から構成されている。それぞれの
組織の目指すものは異なるが，「HIS1

という一つの遺伝子」を軸にそれぞれ
の得意とする技術・知見を持ち寄り，
連携して研究を進めたことで，構造生

物学から品種開発・栽培体系の構築に
至る広範な分野で成果を残すことが出
来た。今後もこの枠組みで研究を進め，
①   HIS1 機能に必要な分子構造の解明

をさらに進め，これを基盤として，
基質認識性や酵素性能を改善した
新規遺伝子・酵素の創製を進める。

②   HIS1 機能阻害剤等の開発を進め，
最小の薬剤施用で最大の抑草効果
を狙う環境に優しい除草体系の構
築を目指す。

③   BBC 抵抗性或いは感受性を付与し
た新品種群の開発を進めると共に，
異品種混入リスクを回避できる耕
種体系を構築し，他用途利用米の

導入を促す技術システムを提供す
る。
などの方向で研究を展開していきた

い。我々が発見した HIS1 は従来全く
知られていなかったもので，いまだに
その本来の機能は謎であるが，今後も
その解明に関連した基礎研究と農業現
場で使える技術の構築を共に進めてい
く予定である。末尾であるが本稿執筆
の機会を頂いたことについて（公財）
日本植物調節剤研究協会様に深く感謝
申し上げたい。

（代表執筆・農研機構　大島正弘）

図 -6　BBCを用いた漏生籾の制御
（左）除草剤無施用，（右）BBC初期剤を移植5日
後 +BBC一発剤を 15日後に施用，矢印は感受性
品種の漏生籾を示す。

我が国の食料自給率（カロリーベース）は，自給率の高い米
の消費が減少し，飼料や原料を海外に依存している畜産物や油
脂類の消費量が増えてきたことから，自給率の統計を取り始め
た 1960 年の 79％を最高値とし，長期的に低下してきている。

2016 年度 ( 平成 28 年度）の食料自給率（カロリーベース）
は 38％で，ここ 6 年間横ばいで推移してきた 39％から 1％低
下し，1993 年の 37％に次ぐ低水準となった。小数点以下まで
示すと，昨年度の 39.49％が本年度には 37.58％
と，実際には 1.9％低下している。なお，1993
年（平成 5 年）は米の全国作況が 74 と大冷害で
200 万ｔ程度の米を緊急輸入した年である。

引き下げ要因となった主な品目は，寄与度で
小麦▲ 0.6 ポイント，てんさい▲ 0.4 ポイント，
米▲ 0.2 ポイントとなっている。小麦，てんさ
いの作付面積は拡大したものの，天候不順によ
り単収が落ち込み生産量が 20％減少したことが
要因となっている。米は食料供給全体に占める
割合が減少し続けており，一人あたり年間消費
量は昨年度の 54.6kg から 54.4kg と減少し，50

年前の半分以下になった。そこで，ごはんを 1 日にもうひと
口（17g）食べると 1％向上すると呼びかけている。

農産物輸出国でないドイツ 95％，イギリス 63％，イタリア
60％と比べて，日本は先進国最低水準の自給率である。自給
率の向上の目標である 45％（平成 35 年）に向けて改めて政策
を考える必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　（K.O）

平成28年度食料自給率38％に低下　統計データから
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